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第１章　基本事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1．1　計画策定の意義と検討体制
（１）計画策定の意義・目的
	計画策定の意義・目的


	弊社は､○○を経営理念として昭和○年の創業以来、地域に密着した企業として経営に取り組んできました。
一度、大規模な災害が発生すると、地域社会の早期復旧には迅速な復旧工事の実施が不可欠であり、弊社にもその役割を担うことが期待されています。そこで、大規模な災害が発生した際も災害復旧工事を含む様々な対応を迅速に行うため、さらに企業として生き残っていくために、本計画を策定しました。
この計画は、災害の発生時等において災害協定締結先からの出動要請に対して、迅速に復旧工事を行う手順や事前の備え、さらに平時に実施している中核となる業務を復旧・再開していくための対策を定めています。
これらの計画を実行すること、地域の災害復旧に貢献すると同時に、非常事態が発生した場合においても企業として継続、発展していくことを目指します。

	事業継続対応の基本方針


	具体的な事業継続対応を行う際には、以下を重視した対応を行います。

①社員とその家族の生命・身体の安全確保を第一とした対応を行う。
②施工中物件の被害状況を迅速に調査し、二次災害の発生を抑制する。

③災害協定に関する出動要請に迅速に対応し、地域の災害復旧に貢献する。

④会社保有の各種施設・設備等の被害の最小化を図る。
⑤非常事態でも企業として事業継続を行い、発展していくことを目指す。

⑥計画内容は定期的に見直しや改善を行い、非常時への対応力の強化を継続的に実施する。


（２）計画策定の検討体制
表１．１　計画策定の検討体制

	役割
	所属
	役職
	氏名
	署名　　　（サイン、印鑑）

	総括
	－
	代表取締役
	○○○○
	○○○

	重要業務の選定と目標時間の把握
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	災害時の対応体制
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	対応拠点の確保
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	情報発信・情報共有
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	人員と資機材の調達
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	訓練計画と定期点検計画
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	訓練計画と定期点検計画の実施
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	事業継続戦略
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○

	事業継続・復旧手順
	○○部
	○○部長
	○○○○
	○○○



写真　ＢＣＰ策定風景
※ＢＣＰ作業中の写真
1．2　社員への周知方法

表１．２　社員への周知方法

	社員への周知方法
	媒体
	実施した年月日

	紙媒体で配布する
	紙
	平成○年○月○日

	概略版を作成し配布する
	紙
	平成○年○月○日

	朝礼、月例会にて計画概要（策定・改定・更新内容）を説明する
	―
	平成○年○月○日

	社内イントラネットに電子ファイルをアップする
	社内サイト
	平成○年○月○日


1．3　訓練計画
表１．３　訓練計画一覧表
	訓練名称
	訓練内容
	参加者・対象者
	予定時期
	実施

場所
	企画実施

部署

	災害時対応訓練
（机上訓練）
	付与された状況に応じて、参加者が判断事項や必要な対策を検討していく。
	災害対策本部長、本部要員
	毎年

○月
	本社

会議室
	総務部



	災害対策本部立上訓練
	災害時の避難・誘導訓練。地震と火災発生を想定して屋外避難と点呼、初期消火。（通常時）

・電力確保

・バックアップデータの復元

・災害対策本部レイアウトの設定
災害対応要員が、代替対応拠点として仮設テントを設置できるようになれることを目的とする。（代替拠点使用時）

・代替拠点設置

・電力確保

・バックアップデータの復元

・災害対策本部レイアウトの設定
	災害対策本部長、本部要員
	毎年

○月
	本社

会議室
及び代替拠点
	総務部



	安否確認と参集訓練
	安否確認手順に従い、全社的に安否確認を実施する。

災害対策本部要員に徒歩または自転車での参集を行い、自宅から本社及び現場までの所要時間を把握する。
	安否確認：

全社員

徒歩参集：

災害対策本部要員
	毎年

○月
	本社・

現場・

自宅
	総務部



	災害時対応訓練（避難訓練）
	災害時を想定し、訓練の実施内容を記録し、関係する部署員と実施する。
	全社員
	毎年

○月又

は状況

に応じて
	本社

現場
	総務部

	バックアップデータ利用訓練
	バックアップデータを用いて業務を別の事業所等で利用する。
	災害対策本部長、本部要員
	毎年

○ 月
	本社

又は代

替対応

拠点
	総務部


作成日：平成○年○月○日

１．4　定期点検計画

表１．４　定期点検実施項目一覧表
	定期点検項目
	実施部署
	統括部署
	実施時期

（チェック）

	人事異動、組織変更による指揮命令系統の変更
	○○部
	○○部
	□毎年○月

	安否確認の登録情報の変更
	○○部
	○○部
	□毎年○月

	外部連絡先の担当者名、電話番号、メールアドレスの変更
	○○部
	○○部
	□毎年○月

	非常時対応計画の発動基準の変更
	○○部
	○○部
	□毎年○月

	重要データや文書のバックアップの実施状況
	○○部
	○○部
	□毎年○月

	新たな施工現場の情報追加
	○○部
	○○部
	工事受注の都度


※上記内容が変更になった場合、実施時期（チェック）前でも随時変更する。
最終更新：平成○年○月○日

第２章　災害発生時の緊急対応
2．1　重要業務の選定と目標復旧時間の把握
（１）受ける被害の想定

ア　自社の地域で懸念されている災害
表２．１　自社の地域で懸念されている災害の一覧
	リスクの種類
	説明
	懸念される本社・支店、現場事務所等
	懸念される

被害の種類
	被害の概要及び程度
	対応の優先順位
	BCPの対象

	地震
	○○断層地震

（震度６弱）
	本社社屋
（一部損壊）
南棟、東棟、倉庫（半壊）
	・国道○号通行止め

・県道の○線通行止め

・停電、断水
・電話の輻輳、不通

・参集できない社員多数

・協力会社の対応困難
	別紙：震度分布図（○○市地震ハザードマップ）
参照
	1


	○

	水害
	○水系のはん濫(水深○～○m)
	本社1階床上浸水
	・国道○号通行止め

・県道○線冠水

・本社建物立入不能

・参集できない社員発生
	別紙：○○市洪水ハザードマップ）
参照
	2
	○

	火災
	社屋の延焼火災
	本社

南棟、東棟

倉庫
	・活動拠点が無くなる
・書類の焼損、ﾃﾞｰﾀ類の消失

・PC等の焼損

・引込み線断線による停電
	―
	４
	

	豪雪
	積雪により社員の出勤困難や車両通行ができなくなる場合
	本社、支店、現場事務所
	・出勤可能な社員が少数

・車両が通行できない

・場所によっては停電

・物流流通機能停止
	
	３
	○

	上記の内、事業継続計画の対象とする災害は、「地震」、「水害」、「豪雪」とする。

「地震」の選定理由としては、下記の様とした。

・自社関連施設の受ける被害が大きい。地震の発生は予測が難しく、これに対応できれば他の災害にも対応可能となるため。
・事業継続計画の対象とする地震は、自社が被害を受ける規模にするために、公表される震度分布に対して一律「震度＋１」して与えた。

「水害」の選定理由としては、下記の様とした。
・自社関連施設近くの河川が氾濫すると被害が大きいと予測されているため。

「豪雪」の選定理由は、県内では平成23年1月には県西部、平成29年１～２月には県東部に発生し、発生頻度が高くなっており、かつ豪雪時には社会機能が大きく停滞するため。


イ　自社の建物や関連施設が受ける被害
表２．２　自社の地域で懸念されている被害
	リスクの種類
	対象施設
	外力

（震度、水深）
	被害想定
	懸念される被害の種類
	備考

	地震

(○○断層帯地震)


	本社
	震度６弱
	倒壊
	使用不可
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	代替拠点
	
	屋内の散乱
	使用可
	耐震工事済

	水害
（○○水系の氾濫）
	本社
	水深１ｍ
	床下浸水
	１Ｆ部分使用不可
	

	
	倉庫
	
	
	
	

	
	代替拠点
	
	
	
	

	豪雪
	本社
	積雪深40cm以上
	－
	－
	場合によって停電が発生

	
	倉庫
	
	－
	－
	

	
	代替拠点
	
	－
	－
	


ウ　建物の耐震性

表２．３　建物の耐震性に関する状況
	施設名
	構造・階数
	建築時期
	S56年6月以前か
	耐震診断

・補強の

有無
	目視による異常
	耐震性診断・工事の

予定・検討の状況

	社屋
	Ｓ造2階建
	H○年○月
	以降
	未実施
	なし
	耐震性診断の予定なし

工事の予定なし

	南棟
	鉄骨平屋建て
	S○年○月
	以前
	未実施
	あり（壁に亀裂）
	耐震性診断の予定あり

工事の予定なし

	倉庫
	鉄骨2階建て
	S○年○月
	以前
	未実施
	なし
	耐震性診断の予定なし

工事の予定なし

	東棟
	Ｓ造2階建
	S○年○月
	以前
	未実施
	なし
	耐震性診断の予定なし

工事の予定なし


エ　ライフラインの被害想定
表２．４①　災害種別のライフラインの予想復旧日数
	区分
	地震
	出典先・設定根拠

	
	本社
	代替拠点
	本社
	代替拠点

	電力
	２日
	２日
	別紙「ライフラインの復旧時期設定の参考資料」
①平成12年鳥取県西部地震震災誌
http://www.pref.tottori.lg.jp/secure/127409/
WestTottoriPrefEarthquake3_02_record-06infra.pdf
②3月15日静岡県東部の地震に関する被害情報

http://www.pref.shizuoka.jp/kinkyu/documents/
0315toubujisin5.pdf
③中小企業ＢＣＰ策定運用指針
http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/contents/level_b/
bcpgl_08_16_3.html

	電話(固定)
	２日
	２日
	

	携帯電話

（音声）
	２日
	２日
	

	携帯メール
	停止しない

（24ｈは輻輳あり）
	停止しない

（24ｈは輻輳あり）
	

	光ケーブル
	２日
	２日
	

	上水道
	14日
	14日
	


表２．４②　災害種別のライフラインの予想復旧日数

	区分
	水害
	出典先・設定根拠

	
	本社
	代替拠点
	本社
	代替拠点

	電力
	30日
	１日
	別紙「佐用町平成21年台風9号災害・対策記録」

https://web.pref.hyogo.lg.jp/pa20/documents//



HYPERLINK "../鳥取県企業BCP基本モデル（建設業）修正 1.doc"

000147662.pdf


	電話(固定)
	4日
	１日
	

	携帯電話

（音声）
	7日
	１２時間
	

	携帯メール
	停止しない
（24ｈは輻輳あり）
	停止しない
（24ｈは輻輳あり）
	

	光ケーブル
	３0日
	３日
	

	上水道
	３0日
	３日
	


（２）重要業務の選定
表２．５　災害対応における重要業務の候補の影響度比較表

	判断要因

業務区分
	業務停止による影響度合※２
	総影響度

（平均値）
	重要

業務

	
	利益へ

の影響
	自社業務再開への影響
	取引先への影響
	社会的

影響


	
	

	災害対応
	
	
	
	
	
	

	社員の安否確認
	3
	３
	２
	3
	２.75
	○

	本部設置
	２
	３
	２
	１
	2.0
	○

	自社施設等の被害情報の収集
	２
	３
	２
	１
	2.0
	○

	施工中現場の被害状況の確認
	３
	２
	３
	２
	2.5
	○

	重要取引先に対する連絡と調整
	３
	２
	３
	２
	2.5
	○

	災害協定業務、その他の応急復旧業務
	３
	２
	３
	３
	2.75
	○

	応急対策用の物資調達
	１
	３
	２
	１
	1.75
	－

	外部への自社情報の発信
	２
	１
	２
	２
	1.75
	－

	近隣地域への応援
	１
	１
	１
	３
	1.5
	－

	支援業務
	
	
	
	
	
	

	情報システム管理
	２
	３
	２
	１
	2.0
	○

	経理業務
	２
	２
	３
	１
	2.0
	○


※２：評点の設定方法は以下のとおりとした。
	評価区分
	影響が大きい
	影響がある
	影響が小さい

	点数
	３
	２
	１


重要業務は総影響度が2.0以上のものとする。
選定理由は以下のとおり。
・点数の高い業務は実施の優先度が高いと評価し、それらに関連する本部設置や人員確保、自社施設等の被害調査等は不可欠と判断した。
・特に総影響度の評点が高くなった「安否確認」「施工中現場の被害情報の収集」「重要取引先に対する連絡と調整」「災害協定業務・その他の応急復旧業務」の実施に必要となる関連業務は重要であると判断した。
それらの総影響度の評点は2.0以上となったことから、重要業務と設定した。

（３）目標時間の把握：簡易手法による目標時間の把握
ア　重要業務の目標（着手）時間の検討
表２．６　重要業務の目標（着手）時間の検討表
	発災の条件
	2月中（日曜日）、就業時間外(夜間・休日)、○○市で震度6弱の地震発生

	重要業務名
	総影響度

（平均値）
	目標時間

（着手時間）
	目標時間の根拠資料



	社員の安否確認
	２．７５
	2時間
	社内連絡先一覧表（様式９）に基づき、携帯メールによる対応が即実施可能
（表２．６補足資料①参照）

	本部設置
	2.0
	2時間
	4㎞以内の居住者○名が２時間以内に参集可能、本部開設着手が可能
（様式９参照）
（表２．６補足資料①参照）

	自社施設等の被害情報の収集
	2.0
	2時間
	4㎞以内の居住者○名が２時間以内に参集可能、本部開設と並行して被害調査着手が可能（様式９参照）
（表２．６補足資料①参照）

	施工中現場の被害状況の確認
	2.5
	12時間
	施工中現場の近隣居住社員による点検で○箇所の現場は調査開始可能
（表２.１7参照）
（表２．６補足資料①参照）

	重要取引先との連絡と調整
	2.5
	6時間
	社員参集（２時間）後、本社から４km以内重要取引先○箇所には徒歩移動で到着し、連絡調整開始可能
（表２.１6参照）
（表２．６補足資料①参照）

	災害協定業務、その他の応急・復旧業務
	2.75
	24時間
	各協定書より災害対策本部と連携

災害協定対応範囲に協力会社の位置（表2.20参照）
（表２．６補足資料①参照）

	情報システム管理
	2.0
	２４時間
	○社（システム保守）と本社との距離（表2.20参照）

	経理業務
	2.0
	48時間
	社内連絡先一覧表（様式９）に基づき、携帯メールによる対応が即実施可能
（表２．６補足資料①参照）


作成日：平成○年○月○日
表２．６　補足資料①
●目標時間算出根拠（安否確認、重要取引先との連絡と調整）
＜災害対策本部に直接参集する人員＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表中の数値の単位は人数
	　
	班
	発災～1時間
	1時間～2時間
	2時間～3時間
	3時間～6時間
	6時間～12時間
	12時間～1日

	参集人員
	総務班
	　0
	　3
	0
	1
	2
	　4

	
	対外班
	　0
	　0
	0
	2
	2
	　4

	
	支援班
	　0
	　0
	0
	2
	4
	　5

	
	合計
	 0
	 3
	0
	5
	8
	　13

	
	累加
	 0
	 3
	3
	8
	16
	　29

	重要業務の実施に必要な
人数・要員
	
	安否確認２人
安否確認担当者Ｃ係長、Ｄ社員
	
	重要取引先との連絡調整６人
Ｆ課長、Ｇ課長
	
	




●目標時間算出根拠（災害協定業務、その他の応急・復旧業務）
＜災害対策本部に直接参集する人員＞　　　　　　　　　　　　　　表中の数値の単位は人数
	　
	班
	発災～1時間
	1時間～2時間
	2時間～3時間
	3時間～6時間
	6時間～12時間
	12時間～1日

	参集人員
	業務班
	　0
	　2
	0
	1
	2
	　4

	
	累加
	 0
	 2
	2
	3
	5
	　9

	重要業務の実施に必要な人数
	
	
	
	
	
	災害協定業務、その他の応急・復旧業務　8人
Ｆ課長、Ｇ課長




●目標時間算出根拠（施工中の現場の被害状況の確認）
＜自宅から直接現場に向かう人員＞徒歩で参集する場合　　　　　　表中の数値の単位は人数

	現場名
	現場住所
	担当
	氏名
	参集距離
(km)
	移動速度
(km/hr)
	参集時間
(hr)
	目標時間12時間を満足するか

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	15
	2
	7.5
	OK

	
	
	代理
	○○○○
	22
	2
	11.0
	OK

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	12
	2
	6.0
	OK

	
	
	代理
	○○○○
	10
	2
	5.0
	OK

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	6
	2
	3.0
	OK

	
	
	代理
	○○○○
	6
	2
	3.0
	OK

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	30
	2
	15
	NG

	
	
	代理
	○○○○
	28
	2
	14
	NG


<自宅から直接現場に向かう人員>自転車で参集する場合　　　　　　表中の数値の単位は人数
	現場名
	現場住所
	担当
	氏名
	参集距離
(km)
	移動速度
(km/hr)
	参集時間
(hr)
	目標時間12時間を満足するか

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	15
	6
	2.5
	OK

	
	
	代理
	○○○○
	22
	6
	3.7
	OK

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	12
	6
	2.0
	OK

	
	
	代理
	○○○○
	10
	6
	1.7
	OK

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	6
	6
	1.0
	OK

	
	
	代理
	○○○○
	6
	6
	1.0
	OK

	○○業務
	○○市○○
	担当者
	○○○○
	30
	6
	5.0
	OK

	
	
	代理
	○○○○
	28
	6
	4.7
	OK


●参集時間の集計表

	役職
	氏名
	災害時の役割
	住所
	所属班
	自宅→本社・支社への参集

	
	
	
	
	
	出発地
	参集場所
	距離
	移動時間

	A係長
	○○○○

	建物の点検
	鳥取市○○
	業務班
	自宅
	本社
	2.9
	1.5

	Ｂ係長
	○○○○

	建物の点検
	鳥取市○○
	業務班
	自宅
	本社
	4.1
	2.1

	Ｃ係長
	○○○○
	安否確認担当者
	鳥取市○○
	総務班
	自宅
	本社
	4.8
	2.4

	Ｄ社員
	○○○○
	安否確認担当者
	鳥取県八頭郡
	総務班
	自宅
	本社
	5.5
	2.8

	Ｅ社員
	○○○○
	安否確認担当者
	鳥取市○○
	総務班
	自宅
	本社
	6.0
	3.0

	Ｆ課長
	○○○○
	重要取引先との連絡と調整
	鳥取市○○
	対外班
	自宅
	本社
	14.0
	7.0

	Ｇ課長
	○○○○
	重要取引先との連絡と調整
	鳥取県八頭郡
	総務班
	自宅
	本社
	16.0
	8.0

	Ｈ課長
	○○○○
	重要取引先との連絡と調整
	鳥取市○○
	支援班
	自宅
	本社
	16.5
	8.3

	Ｉ社員
	○○○○

	
	鳥取市○○
	対外班
	自宅
	本社
	17.0
	8.5

	Ｊ係長
	○○○○

	
	鳥取県八頭郡
	支援班
	自宅
	本社
	17.5
	8.8

	Ｋ係長
	○○○○

	
	鳥取県八頭郡
	業務班
	自宅
	本社
	17.8
	8.9

	
	
	
	
	
	
	
	
	


2．2　災害時の対応体制

（１）社員及び家族の安否確認方法
ア　安否確認
表２．７　安否確認方法
	安否確認の責任者
	責任者：総務部長　○○○○

代理者：経理部長　○○○○

	安否確認の担当体制
	担当者：総務部　○○○○　営業部　○○○○

　　　　土木部　○○○○　○○○○　

　　　　建築部　○○○○　○○○○　　　　

(担当者の○名が本社から４㎞以内に居住、２時間以内に本社に到着可能)

	安否確認の実施場所
	本社　２階　事務室

代替実施場所：○○○

	基本事項
	・社員は、非常事態を察知した場合、上位者へ自身と家族の安否の報告を
行う。
・社員から連絡を受けた上位者は安否確認責任者に連絡する

・災害対策本部設置後は、安否確認担当者が下記の実施手順に従い、連絡がない
社員の安否確認を行う。

	実施方法
	以下の方法で安否確認を行う

①電話（固定、携帯）②携帯メール③ＳＮＳ④災害伝言板⑤訪問

	実施手順
	①安否確認担当者は対応拠点に参集する
②連絡がない社員に対して、上記「実施方法」にて安否確認を行う

	安否確認の発動条件


	①震度５弱以上の地震発生時

②○○川がはん濫又は○○市内で冠水が発生した場合

③○○で土砂災害が発生した場合

	連絡が取れない場合の対応
	・連絡が取れない社員に対して、安否確認の担当者が同グループの社員に実地確認を行うように指示する。
・事前に住所の近い社員をグループ化して整理をしておく。（別紙○）

	死傷者が出た場合
	安否確認担当者　→　安否確認責任者　→　社長及び役員　により即時報告を行う


イ　社内の連絡体制表

	氏　名
	社有貸与

携帯番号
	社有貸与

携帯アドレス
	個人携帯番号
	自宅の電話
	個人携帯

メール

アドレス

	「社内連絡先一覧表」(様式９)を参照


作成日：平成○年○月○日作成

（２）BCPの発動基準と災害等の対応体制

ア　発動基準
表２．８　各発動基準
	区分

《対応》
	レベル１

《待機》
	レベル２

《点検開始》
	レベル３

《災害対策本部設置/ＢＣＰ発動》

	地　震

（発生場所）
	－
	震度４

（○○市)
	震度６弱以上

(○○市)

	水害
	大雨警報

洪水警報
	はん濫注意水位

(○○川水位が○○観測所で○m以上のとき)


	はん濫危険水位

(○○川水位が○○観測所で○m以上のとき)

○○市で大雨特別警報が発令されたとき

	豪雪
	大雪警報

大雪特別警報
	積雪が10cm以上
行政等からの除雪出動の要請があった場合
	積雪深が40cm以上となった場合

社員の出社不可２割又は広範囲に渡って道路通行が困難になった場合

	その他
	―
	―
	社長又は専務が必要と判断した場合


　

本計画では、レベル３以上の事象が発生した場合、ＢＣＰを発動する。
イ　対応体制・指揮命令系統
表２．９　対応体制及び動員方法
	１
	設置権限者
（代理権限者）
	設置権限者：災害対策本部長：社長
代理者　　：常務、○○部長         

	２
	災害対策本部
要員
	社長、専務、常務、○○部長、○○部長、○○部長、○○部長

事務局員：○○課長、係長、その他課員
点検者：○○部長、○○係長

	３
	本部設置場所
	本社　2階大会議室

住所　〒692-0011  鳥取県○○市○○町


	４
	連絡手段
	固定電話：○○-○○-○○　　
FAX：    ○○-○○-○○

メール：  ○○○＠○○
衛星電話：○○-○○-○○

	５
	災害対策本部の電源設備
	[ライフライン（電気）の停止時間]○○時間（表２.4）
１．発電機のリース（リース会社の連絡先：表2..20）
２．発電機の燃料を備蓄（軽油○リットル：○時間稼動可能）
　　○○時間以上の燃料は適宜調達する（燃料調達先の連絡先：表2.20）

	６
	災害時対策本部に備える設備
	電話:○回線（予備回線○回線）（設置済み）

ホワイトボード１台（設置済み）

パソコン○台、プリンター○台、複合機○台（要持ち込み）

	７
	参集・動員
	（レベル１）

・災害対策本部要員は本社又は自宅にて待機する。
（レベル２）

・施工中現場責任者は施工中現場及び現場事務所の点検を行う。

・○○、○○は本社建物設備の被害調査を行う。

（レベル３）

・災害対策本部要員は自動的に本社に参集する。代替拠点を開設した場合は、即未参集の要員に代替拠点へ参集するよう連絡する。
・施工中現場担当者は直接現場に向かい、被害調査を行う。この場合安全確保に留意する。
・それ以外の社員は本社（代替対応拠点）に参集する。

※参集に半日以上かかる見込みの場合は、連絡をして指示を受ける。

	８
	各班の担当業務
	事務局
	全体調整、外部への広報（初期は様式11を利用する）

	
	
	総務班
	安否確認、被害調査（様式10を利用する）、必要経費の見積、財務対応

	
	
	業務班
	安全確保、資機材の被害調査、施工中現場の被害調査、応急復旧・災害復旧工事

	
	
	対外班
	重要取引先との連絡・調整

	
	
	支援班
	必要な水・食料、応急関連物資の調達、各種後方支援



図2.1　指揮命令系統図
ウ　対応拠点の確保
（ア）代替拠点
表２．１０　代替拠点候補リスト
	優先順位
	拠点施設
	住所
	電話番号
	ＦＡＸ番号

	第１候補
	○○○○

〔本社からの距離○㎞〕
	○○市○○町○
	00-00-0000
	00-00-0000

	第２候補
	○○○○

〔本社からの距離○㎞〕
	○○市○○町○
	00-00-0000
	00-00-0000


（イ）代替拠点の概要

表２．１１　代替拠点の概要
	
	項目
	内容

	第１候補
	拠点名
	○○○○

	
	住所
	〒○○○-○○○○  
鳥取県○○市○○町○○-○○

	
	連絡先
	固定電話：00-00-0000　　
ＦＡＸ：00-00-0000
メール：  ○○○＠○○

	
	直接参集者
	参集責任者：○○（代理者：○○、○○）
直接参集者：○○、○○、○○、○○　
点検者：○○部長、○○係長

	
	選定理由
	・対応拠点よりも震度が小さいため

	
	代替対応拠点設置の判断基準
	本社が利用できない場合

	
	代替対応拠点の電源設備（燃料）
	[ライフライン（電気）の停止時間]○○時間（表２.4）

１．発電機のリース（リース会社の連絡先：表2..20）

２．発電機の燃料を備蓄（軽油○リットル：○時間稼動可能）
　　○○時間以上の燃料は適宜調達する（燃料調達先の連絡先：表2.20）

	
	代替対応拠点及びその近くに備える設備
	【設置】パソコン○台、電話○回線、複合機○台、自家発電機
【持込】ホワイトボード○台、パソコン○台（本社から）

	
	代替対応拠点への移動手段
	道路が使用可能な場合は自動車で備品設備を移動する。

道路使用不可の場合は、台車を利用し、設備を搬送する。

休日等、非営業日の場合は各自の自宅から徒歩で移動する。

	第２候補
	拠点名
	○○○○

	
	住所
	〒○○○-○○○○  
鳥取県○○市○○町○○-○○

	
	連絡先
	固定電話：00-00-0000　　
ＦＡＸ：00-00-0000
メール：  ○○○＠○○

	
	直接参集者
	参集責任者：○○（代理者：○○、○○）
直接参集者：○○、○○、○○、○○　
点検者：○○部長、○○係長

	
	選定理由
	・対応拠点に近く、設備の確保や社員の参集に有利なため。

	
	代替対応拠点設置の判断基準
	本社、第１候補が利用できない場合。

	
	代替対応拠点の電源設備（燃料）
	[ライフライン（電気）の停止時間]○○時間（表２.4）

１．発電機のリース（リース会社の連絡先：表2..20）

２．発電機の燃料を備蓄（軽油○リットル：○時間稼動可能）
　　○○時間以上の燃料は適宜調達する（燃料調達先の連絡先：表2.20）

	
	代替対応拠点及びその近くに備える設備
	【設置】電話○回線、パソコン○台
【持込】ホワイトボード○台、パソコン○台、複合機○台、自家発電機（本社から）

	
	代替対応拠点への移動手段
	道路が使用可能な場合は自動車で備品設備を移動する。

道路使用が不可能な場合は、営業日は本社から徒歩で移動する。

休日等、非営業日の場合は各自の自宅から徒歩で移動する。


（３）初動対応

表２．１２　全体手順初期（就業時間外（夜間・休日）の場合）
	時間
	対応手順

	直後
	自身と家族の安全確認

・自身と家族の安全確保を優先した対応を取る。
（救助、応急救護、初期消火、避難所への避難）
・各社員は自身と家族の安否を上司へ報告する（携帯電話、携帯メール、災害伝言板を利用）。

	直後～2時間
	安否確認開始
・安否確認方法に従い、全社員の安否確認と参集予定者に対する参集可能性の確認を行う。

・連絡がない社員には安否確認担当者が連絡を行う。安否確認の責任者は、災害対策本部長などに結果を報告する。途中経過でよい。

参集
・発動基準に基づき、災害対策本部のメンバー及び現場担当者は各々の参集箇所へ自動参集する。（代替対応拠点への参集を含む）。

・家族や家屋が無事で参集できるその他の社員は、各々の参集箇所（代替対応拠点を含む）へ参集する。
・早期に参集したメンバーは、役員や部署責任者の所在・安否を優先的に把握する。

	直後～

2時間
	対応拠点（代替対応拠点を含む）の被害状況の調査、二次災害の防止

・参集者は社屋・設備の被害状況を確認し、取りまとめる（様式10利用）。

・建物侵入が危険又は困難と判断される場合は、建物への立ち入り制限を行うとともに代替拠点の開設準備を行う。
・近隣地域での救出や消火活動への支援要請があれば、可能な限り役割分担し対応を行う。

・被害状況は時間経過で変わるため、継続的に確認する。必要があれば、建物や設備の点検や補修の技術者の来訪を要請する。

	直後～

６時間
	災害対策本部の設置・重要取引先との連絡と調整
・災害対策本部を本社会議室に設置する。本社が不可能な場合は代替拠点に設置する。

・６時間以内に重要取引先（災害発生直後に連絡すべき相手先リスト）に自社の概況と協定等の業務への対応可能性を連絡し、今後の連絡手段等の先方の情報を入手する。

・先方に連絡がつかない場合、直接出向くことも検討する。

・災害対策本部員以外の社員に、必要な参集等の指示を連絡する。

	12時間以内
	施工中現場の被害状況の確認・二次災害の防止
・本社や代替拠点に対して、二次災害の発生可能性を調査し、必要な防止措置に着手。

・施工中現場の調査報告を受け、情報のとりまとめを行う。危険があれば、周辺地域や関係組織に至急通報を行う。

・半日以降も、以後必要な防止措置が終了するまで対応を継続。

	24時間以内
	災害協定業務、その他復旧工事の実施
・災害協定業務、その他応急復旧事業を実施するための、資機材入手や協力会社の手配を開始し、着手可能な時間の見積もりを開始。

・この見積もりに必要な情報を関係先から積極的に収集。

・救援や復旧工事の発注者等からの要請を受け、随時連絡調整。

・優先度の高い重要業務から、体制が整い次第着手する。1日以内には必ず災害協定業務に着手する。

・なお、想定していなかった地域での救出支援要請等があれば、合わせて対応を検討。


2．3　費用のさほどかからない対策

（１）設備、棚・ロッカー等、機器の地震等の対策

表２．１３　設備、棚・ロッカー等、機器の地震等の対策状況一覧
	場所
	設備名
	想定される被害
	必要な震災対策の内容
	実施の有無

	本社事務所
	書架
	転倒で人的被害
	・壁や床に固定、転倒、移動防止対策
	未実施

	
	ロッカー・棚
	書類の飛び出しによる被害
	・棚の天板上のモノを撤去

・引き戸は常時閉めることを徹底
	対策済み

	
	事務機
	転倒・移動
	・キャスター支持等の固定
	未実施

	
	テレビ
	落下による人的被害
	・転倒防止対策
	未実施


（２）費用のさほどかからない建物対策、設備等の対策
表２．１４　費用のさほどかからない建物対策、設備等の実施計画
	場所
	設備名
	想定される被害
	必要な震災対策の内容
	実施の有無

	本社事務所
	窓ガラス
	ガラス片によるケガ
	割れても飛散しないガラスへの
交換
	未実施

	
	サーバー機
	転倒や停電によるシステム障害
	壁や床に固定

設置場所の見直し

UPS無停電電源装置の設置
	未実施

実施済み

実施済み

	
	電話
	停電による機能停止
	回線の二重化での通信手段の確保
	バックアップ回線を準備済み

	
	
	
	UPS無停電電源装置の設置
	未実施

	
	
	
	モバイル端末の運用
	導入済み



（３）重要なデータ・文書のバックアップの現状と対応
表２．１５　重要なデータ・文書のバックアップの現状と対応計画
	重要なデータ・文書
	分類
	現状のバックアップ状況
	今後の対応方法

	施工中物件の契約図書
	紙

電子ﾃﾞｰﾀ
	紙ファイルはキャビネットに保管

電子データは社内でバックアップ保管
	電子データは外部サーバにバックアップ保管する

	申請・許認可の書類
	紙
	紙ファイルはキャビネットに保管
	スキャナにより電子化し、外部サーバにバックアップ保管する

	財務・労務のデータ
	紙

電子ﾃﾞｰﾀ
	紙ファイルはキャビネットに保管

電子データは外部サーバーに保管
	対応済

	取引の状況・記録（注文書等）
	紙

電子ﾃﾞｰﾀ
	紙ファイルはキャビネットに保管

電子データは社内でバックアップに保管
	外部サーバでの保管を実施する

	完成図書
	紙

電子ﾃﾞｰﾀ
	紙ファイルはキャビネットに保管電子データ（電子納入）はDVDでキャビネットに保管
	


2．4　情報発信・情報共有
（１）災害直後に連絡を取ることが重要な連絡先の確認

ア　災害発生直後に連絡すべき相手

表２．１６　災害発生直後に連絡すべき相手先リスト
	重要取引先組織名
	連絡の重要度
	重要連絡先担当者
	連絡手段
	連絡内容
	自社担当者

及び代理担当者

	○○○

〔本社から○㎞〕
	高
	所属：
○○課

課長
氏名：

○○○○
代理：
　○○○○
	電話：○○-○○-○○
ＦＡＸ：○○-○○-○○

電子メール：
○○@○○○
携帯電話：○○-○○-○○
携帯メール：○○-○○-○○
代理
電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール：○○-○○-○○
	・業務対応可能性の連絡

・発注者側の対応体制の把握

・協定外の緊急業務の有無の把握
	担当者：

○○○
代理者：

　○○○

	○○○

〔本社から○㎞〕
	高
	所属：

○○○課

○○○○
代理：
　○○○○


	電話：○○-○○-○○

ＦＡＸ：○○-○○-○○

電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール：○○-○○-○○
代理
電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール：○○-○○-○○
	・業務対応可能性の連絡

・発注者側の対応体制の把握

・協定外の緊急業務の有無の把握
	担当者：

○○○

代理者：

　○○○

	○○○

〔本社から○㎞〕
	中
	所属：

○○○部

部長

　○○○○
代理：
　○○○○


	電話：○○-○○-○○

ＦＡＸ：○○-○○-○○

電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール：○○-○○-○○
代理
電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール：○○-○○-○○
	・業務対応可能性の連絡

・発注者側の対応体制の把握

・協定外の緊急業務の有無の把握
	担当者：

○○○

代理者：

　○○○

	・・・
	
	
	
	
	


作成日:平成○年○月○日

イ　施工中現場への連絡
　
表２．１７　施工中現場の連絡先リスト

	工事名
	発注者
	工期
	発注者連絡先
	現場代理人
及び連絡先

（自宅からの距離）
	夜間休日担当者

（自宅からの距離）

	○○工事

〔本社から0㎞〕
	○○事務所
	H○年○月○日～H○年○月○日
	担当者名

電話：○○-○○-○○

ＦＡＸ：○○-○○-○○

電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール：○○@○○○

 
	担当者名

電話

メール

携帯電話

携帯メール
（○km）
	担当者名

電話

メール

携帯電話

携帯メール

（○km）

	○○工事

〔本社から0㎞〕
	鳥取県○○事務所
	H○年○月○日～H○年○月○日
	電話：○○-○○-○○

ＦＡＸ：○○-○○-○○

電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール： ○○@○○○
	担当者名

電話

メール

携帯電話

携帯メール

（○km）
	担当者名

電話

メール

携帯電話

携帯メール
（○km）

	○○工事

〔本社から0㎞〕
	○○市
	H○年○月○日～H○年○月○日
	電話：○○-○○-○○

ＦＡＸ：○○-○○-○○

電子メール：

○○@○○○

携帯電話：○○-○○-○○

携帯メール： ○○@○○○
	担当者名

電話

メール

携帯電話

携帯メール

（○km）
	担当者名

電話

メール

携帯電話

携帯メール

（○km）

	・・・
	
	
	
	
	


　作成：○年○月○日
　　　　

2．5　人員と資機材の調達
（１）自社で確保している人員や資機材の認識

ア　自社が保有している人員や資機材など

表２．１８　自社が保有している人員や資機材等一覧
	資源名
	種　類
	保管場所
	現有資源

人数・数量
	確認時期

	人員
	１級土木施工管理技師
	―
	○名
	平成○年○月○日

	
	２級土木施工管理技師
	―
	○名
	平成○年○月○日

	
	大型運転免許
	―
	○名
	平成○年○月○日

	
	大型特殊運転免許
	―
	○名
	平成○年○月○日

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	機材
	バックホウ0.45㎥
	本社倉庫
	○台
	平成○年○月○日

	
	バックホウミニ
	本社倉庫
	○台
	平成○年○月○日

	
	ダンプトラック4t
	本社倉庫
	○台
	平成○年○月○日

	
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・

	資材
	ブルーシート
	本社倉庫
	○枚
	平成○年○月○日

	
	土嚢袋
	本社倉庫
	大○袋
	平成○年○月○日

	
	
	本社倉庫
	小○袋
	平成○年○月○日

	
	・・・
	・・・
	・・・
	


資格者の詳細な情報については「様式８　技術者台帳」にまとめている。
イ　災害時の対応にあたる要員のための備蓄

表２．１９　災害時の対応にあたる要員のための備蓄一覧

	
	現状
	計画（導入時期）
	計
	保管
場所
	管理
責任者
	確認

時期

	水
	ペットボトル2ℓ0本
	ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ2ℓ0本（○年）
	45本

（3ℓ×10人×3日）
	倉庫
	○○部長
	平成○年○月○日

	食料
	無し
	アルファ米○食
	○食
	倉庫
	○○部長
	平成○年○月○日

	災害用トイレ
	１基
	２基

（○年）
	３基
	倉庫
	○○部長
	平成○年○月○日

	AED
	１台
	代替拠点（２箇所）に各1台（○年）
	○台
	倉庫
	○○部長
	平成○年○月○日

	毛布
	○枚
	○枚（○年）
	○枚
	倉庫
	○○部長
	平成○年○月○日

	情報機器
	無し
	ラジオ○台（○年）
	ラジオ○台
	倉庫
	○○部長
	

	壊中電灯
	○本
	○本（○年）
	○本
	倉庫
	○○部長
	平成○年○月○日

	電池
	無し
	単１　○本（○年）
	○本
	倉庫
	○○部長
	


（２）自社外からの調達についての連絡先

ア　災害発生直後における資機材等の調達

表２．２０　災害発生直後に調達を行う連絡先一覧
	組織名称
	連絡先担当者

所属・氏名

（代理者）
	連絡手段
	連絡内容
	自社担当者氏名及び代理氏名

	㈱○○○○

〔本社から

の距離○㎞〕
	○○部

部長

○○○○

（代理者○○）
	電話：○○○-○○-○○○○

ＦＡＸ：○○○-○○-○○○○

メール：○○○@○○○○

携帯：○○○-○○○-○○○

携帯メール：○○○@○○○○


	材料の調達

(土嚢、パイプ、    シート、等)
	○○○○

○○○○

（代理）

	㈱○○○○

〔本社から

の距離○㎞〕
	○○部

主任

○○○

（代理者○○）
	電話：○○○-○○-○○○○

ＦＡＸ：○○○-○○-○○○○

メール：○○○@○○○○

携帯：○○○-○○○-○○○

携帯メール：○○○@○○○○


	材料の調達

(土嚢、パイプ、    シート、等)
	○○○○

○○○○

（代理）

	㈱○○○○

〔本社から

の距離○㎞〕
	○○課

課長

○○○

（代理者○○）
	電話：○○○-○○-○○○○

ＦＡＸ：○○○-○○-○○○○

メール：○○○@○○○○

携帯：○○○-○○○-○○○

携帯メール：○○○@○○○○


	砕石
	○○○○

○○○○

（代理）

	燃料調達先
	○○課

課長

○○○

（代理者○○）
	電話：○○○-○○-○○○○

ＦＡＸ：○○○-○○-○○○○

メール：○○○@○○○○

携帯：○○○-○○○-○○○

携帯メール：○○○@○○○○


	燃料
	○○○○

○○○○

（代理）


　作成日：平成○年○月○日

第３章　全社的な事業継続対応

3．1　中核事業の選定及び事業継続目標
（１）中核事業

表３．１　中核事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《様式２》　　　　　　　　　　　
	対象（中核）事業
	土木工事事業


（２）重要業務と目標復旧時間
本計画の対象事業の業務の流れの内、目標復旧時間を踏まえて、優先して再開すべき重要業務と目標とする復旧レベルを以下に設定する。

表３．２　重要業務と目標復旧時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《様式３》
	業務の流れ
	目標復旧

時間
	最大許容

停止時間
	重要業務
	目標復旧レベル

	主業務
	営業・受注
	１０日
	20日
	
	重要取引先のみの営業再開

	
	施工準備
	２０日
	１ヶ月
	
	調査の開始

	
	施工
	１０日
	１ヶ月
	○
	重要取引先のみの施工再開

	
	検査・引渡
	１５日
	１ヶ月
	○
	引渡し日が近い重要取引先から実施

	支援業務
	建物設備管理
	２日
	10日
	○
	施設利用が部分的に利用できる

	
	経理
	15日
	30日
	
	契約金額の高い物件より実施


3．2　事業継続戦略
　　発生した被害等の状況を踏まえ、下記の発動パターンを参考に取るべき戦略を選択する
表３．３　事業継続戦略一覧
	重要
業務
	事業継続
戦略
	対応方法
	戦略別対応時間
	今後の主な事前準備
○：推進中
×：未着手

	
	
	
	目標復旧時間
	予想復旧時間※
現在達成できる見込み時間
	最大許容停止時間
	

	施工
	戦略１
早期復旧
	早期復旧
（重要取引先優先）
	１０日
	10日
	１ヶ月
	○代替拠点決定

×自家発電機導入

×備蓄

×緊急通行車両事前提出

	
	戦略２
部分代替
	資源再配置
	
	１５日
	
	×社内再配置による業務継続準備

×業務マニュアル整備

○同業社との連携

×緊急時の資源利用の協議

	
	戦略３
全面代替
	他社（候補：●●会社、▲▲会社）へ業務依頼
	
	２０日
	
	×遠隔地同業社との連携

	検査・引渡
	戦略１
早期復旧
	早期体制復旧（引渡し日が近い重要取引先から実施）
	１５日
	１５日
	１ヶ月
	×代理方法決定

	
	戦略２
部分代替
	他の社内代理人による立会い
	
	２時間
	
	×社内代理人の選定

	
	戦略３
全面代替
	事務代行（アウトソーシング）
（候補：□□会社）
	
	４５日
	
	×事務代行業者の選定

	建物設備管理
	戦略１
早期復旧
	早期修繕
（施設利用が部分的に利用できる）
	２日
	３日
	１０日
	×耐震化

×データバックアップ

×通信回線の多重化

	
	戦略２
部分代替
	代替拠点開設
	
	２日
	
	○代替拠点の準備

	
	戦略３
全面代替
	仮設拠点整備
	
	１４日
	
	○仮設事務所建設予定地の検討



3．3　事業継続・復旧計画
（１）事業継続手順

　 3.2(1)で設定した戦略を実施し、停止した重要業務の暫定復旧を図るため下記の対応を取る。
戦略１　早期復旧
	重要業務
	担当部門
	実施手順
	開始基準

	施工
	工事部
	《早期復旧》

非常時対応計画に従って対応する
	建物・設備、人的被害が軽微な場合

	検査・

引渡
	業務部


	
	

	建物設備管理
	総務部
	
	


戦略2　部分代替
	重要業務
	担当部門
	実施手順
	開始基準

	施工
	工事部
	《資源再配置》

・稼動可能な担当者、協力会社の再配置による業務実施
	担当者、担当協力会社による業務が困難な場合

	検査・

引渡
	業務部


	《他の社内代理人による立会い実施》

・事前に定めた他の社内代理人への連絡

・準備した資料にて立会い実施
	予定していた社内代理人が立会いできない場合

	建物設備管理
	総務部
	《代替拠点開設》

・非常時優先業務に従う
	本社社屋が利用できない場合


戦略３　全面代替
	重要業務
	担当部門
	実施手順
	開始基準

	施工
	工事部
	《代替施工》

・被災地域外の協力会社への業務依頼

　　（○○社、○○社、○○社　様式1４参照）
	近隣の協力会社が対応困難な場合

	検査・

引渡
	業務部


	《事務代行》

・○○社、○○社へ事務代行依頼
	自社社員では引渡事務処理作業が困難な場合

	建物設備管理
	総務部
	《仮設拠点の整備》

・仮設施設の新規建設
	代替拠点利用が困難な場合


（２）事業復旧手順
　　 3.3(１)の対応により重要業務を暫定的に再開した後、平時の状況に本復旧させるため、以下の手順を実施する。
ア　事業復旧方針の検討
	担当
	対応

	社長、部署責任者
	1 災害発生後の各種の経営環境の変化や本復旧までに必要となる時間、予想投資額を踏まえて、今後、売上げの回復を図るためには従前の事業をそのまま再開するべきか、あるいは新たな取組みを開始すべきかをどうかを検討する。

2 検討結果をもとに早期に売上げを回復し、更に成長していくための中期的な経営計画を迅速に立案し、本復旧に向けた取組み方針を決定する。


※復旧・復興関連業務への対応の留意点

災害の規模が甚大になると大量の復旧・復興事業が発注されるが、人員・資材不足が発生する。この場合、遠隔地の同業者にも協力依頼をし、人員・資材の確保に当たるようにする。また、新規で社員を採用する場合も復旧・復興需要が終息した後の業務量も想定した上で採用人数には留意することが必要である。
イ　被災建物・設備の修復

	担当
	対応

	総務部
	1 建物、倉庫の被害調査及びライフラインの復旧状況の詳細調査（損害度合い、復旧の可能性）
2 建物設備の修復・復旧計画の立案（施工方法、費用、工期等）
3 資金調達方法の検討（借入れ、既存の保険金請求等）
4 必要投資の回収見込みの判断（事業再開後の売上・利益予測）。

　　※投資回収が困難と見込まれる場合は再建規模を縮小するか、別の方法を検討すること。
5 修復・復旧方法の決定

　　※本復旧あるいは仮事務所の整備を選択すること
6 工事の実施


ウ　代替拠点から本社への機能移転
	担当
	対応

	総務部
	① 機能移転方法の検討（以下のいずれかの方法を選択する）

１）修復又は復旧した従前の事業所に戻す

２）復旧用施設（新規に整備する場合を含む）に業務を移転する

３）新しい施設・場所に業務を移転する
2 コストや移転までの時間の見積もり。移転先での復旧する操業度の見込みの推定
3 実施方法の決定
4 移転時における以下の事務手続きの実施

・復電措置（中国電力○○支社）

・代表ＴＥＬ番号の転送解除（NTT西日本○○支店）

・郵便物の転送解除（○○郵便局）


エ　利害関係者への連絡

	担当
	対象（連絡内容）
	方法

	総務部
	・社外全般（現在の取り組みや復旧状況）
	ウェブサイト

	
	・行政機関（復旧状況や他への影響度合い等）
	直接訪問、書面、電話

	営業部
	・顧客（営業案件に関する調整） 
	訪問、電話、メール

	業務部
	・発注者・施主（施工中物件の施工方法や納期、修復が必要な既存物件の修復方法等に関する調整）
	直接訪問、電話、書面


オ　保険請求の申請

	担当
	対応

	総務部
	・損害保険会社との調整・請求

（建物　○億円、設備　○千万円　火災、水災、落雷等による）

※発災から2～3週間後をめどに請求を実施


カ　対応結果のレビュー
	担当
	対応

	事務局
	・復旧作業終了後、１ヶ月以内に責任者を集め、対応結果に関するレビューを行う。

・レビュー結果は報告書に取りまとめる。


キ　事業継続計画（BCP）の解除

	責任者
	社長（代理：専務）

	基準
	停止した事業の体制が通常レベルまで復旧した場合

	伝達方法
	1 グループウェア

2 社内掲示板への張り紙

3 電子メール


3．4　対策実施計画
　　 2の事業継続戦略を具体化するため、第２章で計画した以外の以下の対策を実施する。《様式6》
（１）整備計画
	復旧を阻害する資源
	内容
	時期
	費用
	担当
	関連戦略

	人的資源
	管理者
	職務分掌の見直し
	H○年○月
	
	○○課
	施工
（戦略2,3）
)



	
	現場代理人
	継続的な資格者育成
	H○年○月
	○万円
	○○課
	検査・引渡
（戦略2,3）

	
	作業者
	業務マニュアルの整備
	H○年○月
	○万円
	○○課
	施工
（戦略2,3）


（２）連携・調整
	復旧を阻害する資源
	内容
	時期
	費用
	担当
	関連戦略

	車両
	工事車両
	緊急通行車両の事前届出
	H○年○月
	
	○○課
	施工
（戦略2,3）

	委託先
	協力会社
	県外の大手企業、協力会社との連携
	H○年○月
	
	○○課
	施工、検査引渡

（戦略１）

	
	
	非常時の優先対応に関する覚書の締結
	H○年○月
	
	○○課
	

	
	
	事務代行先の検討・事前調整
	H○年○月
	
	○○課
	検査引渡
（戦略１）


（３）日常対策
	復旧を阻害する資源
	対策内容
	時期
	費用
	担当
	関連戦略

	建物
	社屋
	仮設事務所建設可能な場所の事前検討
	H○年○月
	
	
	建物設備管理（戦略１）

	物的資源
	原材料
	適正在庫管理の実施
	随時
	
	○○課
	施工
（戦略2,3）

	車両
	重機
	法定点検
	１回/年
	○万円
	○○課
	施工、建物設備管理（戦略2,3）

	
	業務車両
	業務終了後、満タンにしておく
	随時
	
	○○課
	


（４）財務対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《様式７》
	資金調達先
	金額
	備考

	現預金
	○千万円
	

	○○金融公庫
	○千万円
	

	金融機関
	○千万円
	

	火災保険
	○千万円
	

	調達資金合計
	○○千万円
	


様　式

様式１　利害関係者からの期待・ニーズ

	利害関係者
	当社への期待・ニーズ
	優先順位

	従業員/家族
	・社員・家族の生命、安全確保
・安定した雇用の確保
	１

	発注者（官）
	・社会インフラ、ライフラインの復旧活動
・工事の品質管理
	２

	発注者（民）
	・施工中物件の確実な完成
	６

	発注者（個人）
	・救援活動
・建物復旧、資材の貸出

・高い品質でのサービス提供
	７

	協力業者
	・復旧活動に対する的確な指示
・安定した発注
	４

	地域社会
	・災害時の救援活動

・平時の地域活動への協力・支援
	５

	金融機関
	・安定した経営

・早期の事業再開
	８

	規制当局
	・指示への対応
・法規制の遵守
	３


様式２　中核事業の選定
	事業名
	(1)売上
	(2)利益
	(3)顧客
	(4)社会性
	(5)将来性
	計
	中核

事業

	土木事業
	３
	３
	３
	２
	２
	17
	○

	建築事業
	２
	２
	２
	２
	３
	15
	

	道路維持
	１
	１
	３
	２
	２
	11
	

	不動産事業
	１
	1
	１
	１
	２
	6
	


各事業の評価は、以下の指標を使用する。
	　　　　　評点

項目
	３
	２
	１

	売上
	大
	中
	小

	利益
	大
	中
	小

	顧客との関係性
	国・自治体
	民間企業
	個人

	社会性
	
	災害協定あり
	災害協定無し

	将来性
	成長中
	安定
	衰退


様式３　事業影響度分析
	中核事業
	土木工事業

	業務名
	事業中断による
各業務への影響内容
	最大許容停止時間
	目標復旧時間
	最小事業継続目標（目標復旧時間の時点）
	重要

業務
	経営資源

（○：業務に不可欠な経営資源）

	
	
	
	
	
	
	人
	建物・

付帯設備
	設備・車両
	備品
	情報システム
	通信手段
	ライフライン・燃料
	仕入先

委託先
	原材料等
	データ

	主業務
	営業・受注
	新規受注ができず、売上が立たなくなる
	20日
	10日
	重要取引先のみの営業再開
	
	営業員○
	本社建物、設備
	
	サーバー○

PC,プリンター○
	
	電話○

FAX

メール○

インターネット回線○
	電気


	
	
	顧客情報○

取引先一覧○

	
	施工準備（調査・設計・調達）
	材料や補材等の在庫、及び供給がなくなると施工が停止する。
	1ヶ月
	２0日
	調査の開始
	
	土木部社員○
	倉庫○


	車両○
	サーバー○

PC,プリンター○


	発注システム、在庫管理システム○
	電話

FAX○

メール○
	電気

光回線
	協力会社（資材）○
	
	取引先一覧○



	
	施工（現場管理）


	物件完成が遅れ、顧客事業に影響が出る（公共施設の場合は社会的影響も発生する）
	1ヶ月
	10日
	重要取引先のみの施工再開
	○
	施工中現代理人○

担当者


	現場仮設事務所○
	投光器

発電機

ポンプ

重機

工事車両○
	作業所のパソコン○

プリンター

カメラ○
	グループウェア
	現場職員用携帯電話

電話

FAX○

メール○
	電気○

光回線
	協力会社（工事）○

協力会社（資機材納入業者）○
	資材○

機材○
	竣工現場の設計図書（CADデータ、写真）○

	
	検査・引渡
	クレームに発展する
	1ヶ月
	15日
	引渡し日の過ぎた重要取引先のみの引渡し
	○
	営業部員○

責任者○
	本社建物、設備
	
	
	在庫管理システム
	
	
	
	
	竣工現場の設計図書、写真○



	
	請求
	会社の財務状況が悪化する。


	２ヶ月
	15日
	
	
	総務担当者○
	本社建物、設備
	
	
	
	
	
	
	
	

	支援業務
	建物設備

管理
	建物機械設備が故障する
	10日
	2日
	施設利用が部分的に利用できる
	○
	総務部社員○
	
	
	サーバー

PC、プリンター
	
	電話○

FAX

メール
	電気○

光回線
	建物保守会社○

設備保守会社○
	設備消耗品○
	取引一覧○



	
	経理（協力会社への支払い含む）
	協力会社の経営を圧迫する。


	３0日
	１５日
	契約金額の高い物件のみ
	
	総務部社員○
	
	
	サーバー○

PC、プリンター○
	
	電話○

FAX

メール
	電気○

光回線
	人材派遣会社
	
	取引一覧○

社員スキル表○



様式４　リスクマップ

　中核事業の中断を引き起こす可能性のある脅威を下記に整理した。

この内、影響度の大きい５つの脅威について評価した。

	影響度
	大
	
	
	

	
	中
	
	
	

	
	小
	
	
	

	
	低
	中
	高

	
	発生頻度（可能性）


《参考：ハザードマップ》

○震度分布図の記載例

※震度分布図では最大震度６弱が想定されており、建物被害やライフライン停止が見込まれる。

※本社から○km以内に居住する社員及び取引企業については地図上に位置を示した。

○浸水予想区域図の記載例


様式５　対象脅威の評価

　中核事業の中断を引き起こす可能性のある脅威を下記に整理し、評価の高い上位２つの脅威を今回策定するBCPの対象とした。

	区分
	被害の概要
	影響度
	③発生確率
	④評価
	対象

	
	
	①損害

規模
	②回復

期間
	
	
	

	地震
	想定：震度６強

被害：社屋倒壊、損壊

　　　従業員の負傷、出社困難

      電気・水の停止による業務困難

　　　携帯電話不通による指示の遅れ
	5
	4
	１
	20
	○

	火災
	想定：建物の半焼 

被害：社屋焼損、設備被害

　　　負傷者発生

　　　車両一部被災
	3
	３
	1
	9
	

	水害
	想定：本社、周辺の浸水（0.5m以下）

被害：社屋の床下浸水

　　　一部停電

　　　一部社員の欠勤
	3
	２
	３
	18
	○

	大雪
	想定：40cm以上の積雪

被害：欠勤社員が多数発生

　　　通行止め、通行不能

一部停電
	２
	２
	2
	16
	○

	新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
	想定：フェーズ６（パンデミック）

被害：４割の社員の同時欠勤

　　　製造作業の遅れ

納品の遅れ
	３
	３
	1
	9
	


　　※④評点＝（①損害規模×②回復期間）×③発生確立　とした

《評価点の考え方》

	評価点
	損害規模
	回復期間
	発生確率

	１
	影響は全く無い
	ただちに回復する
	数10年に１回程度発生する

	２
	影響はあまり無い
	数日に及ぶ
	数年の間に１回以上発生する

	３
	事業中断が発生し、限定的な影響が発生する
	数ヶ月に及ぶ
	年に数回以上発生する

	４
	事業中断が発生し、深刻な直接/間接的影響が発生
	数年に及ぶ
	数ヶ月に１回程度発生する

	５
	事業中断が発生し、甚大な直接/間接的影響が発生
	
	


様式６　リスクアセスメント　（一部）
	重要業務
（目標復旧時間）
	経営資源
	予想復旧時間
	復旧を阻害する資源※１
	
	リスク対応策

	
	資源名
	脆弱性
	地震
	水害
	豪雪
	
	対応策　　　　　　　　　　　　　　
（保護・中断発生確率の低減・復旧・代替）
	対策に必要な概算費用
	実施状況
	対応策を実施した場合の予想復旧時間

	施工

（10日）

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　
	現場代理人
	高
	14日（死傷、欠勤）
	１日（欠勤）
	１日（欠勤）
	○
	・現場代理人の育成、人員補充
	○○○○円
	未実施
	２日

	
	
	
	
	
	
	
	・他の現場代理人による代替対応
	○○○○円
	未実施
	２日

	
	その他現場担当者
	中
	３日（死傷、欠勤）
	１日（欠勤）
	１日（欠勤）
	―
	・安全教育の徹底
	○○○○円
	実施中
	２日

	
	
	
	
	
	
	
	・代理者の配置、超過勤務の実施
	○○○○円
	未実施
	２日

	
	本社建物、設備
	高
	180日（全半壊）
	１0日（床上浸水）
	―
	●
	・建物の耐震化、付帯設備の耐震固定等
	○○○○円
	未実施
	２週間

	
	
	
	
	
	
	
	・防火設備の強化
	○○○○円
	未実施
	３０日

	
	
	
	
	
	
	
	・早期復旧作業の実施
	○○○○円
	未実施
	　　　　90日

	
	
	
	
	
	
	
	・他社による代替施工
	○○○○円
	未実施
	2日

	
	仮設事務所
	高
	7日（半壊）
	３日（床上浸水）
	―
	―
	・安全な場所への建設
	○○○○円
	未実施
	3日

	
	
	
	
	
	
	
	・別の応急事務所の早期建設
	○○○○円
	未実施
	3日

	
	
	
	
	
	
	
	・別の事務所の利用
	○○○○円
	未実施
	2日

	
	工事車両
	中
	１日（利用不可）
	30日（利用不可）
	―
	●
	・安全な場所への駐車、保管
	○○○○円
	実施中
	１日

	
	
	
	
	
	
	
	・保守会社による早期修繕
	○○○○円
	未実施
	３日

	
	
	
	
	
	
	
	・代替車両の調達
	○○○○円
	未実施
	２日

	
	電気
	中
	３日（停電）
	１日（停電）
	１日（停電）
	―
	・自家発電設備の設置、貯油量増量
	○○○○円
	未実施
	数時間

	
	
	
	
	
	
	
	・設備保守会社による早期修理作業
	○○○○円
	未実施
	2日

	
	
	
	
	
	
	
	・協力会社での代替施工
	○○○○円
	未実施
	2日

	
	上水道
	中
	６日（断水）
	３日（断水）
	１日
	―
	・貯水量設置・貯水量の増量
	○○○○円
	未実施
	１日

	
	
	
	
	
	
	
	・給水活動
	○○○○円
	未実施
	２日

	
	
	
	
	
	
	
	○○○○
	○○○○円
	○○○○
	○○○○

	
	サーバー
	低
	１０日（故障）　
	３日（故障）
	―
	○　
	・データセンター利用
	○○○○円
	未実施
	２日

	
	
	
	
	
	
	
	・専門会社へのデータの復旧依頼
	○○○○円
	未実施
	３日

	
	
	
	
	
	
	
	・紙データの利用
	○○○○円
	実施済
	１日

	
	PC,プリンター
	中
	７日（故障）　
	２日（故障）
	１日
	―　
	・予備機の確保
	○○○○円
	未実施
	１日

	
	
	
	
	
	
	
	・代替機の迅速な手配
	○○○○円
	未実施
	３日

	
	電話
	中
	３日（故障・停電）　
	１日（故障）
	１日
	―
	・回線の多重化
	○○○○円
	未実施
	1日

	
	
	
	
	
	
	
	・メールの利用
	○○○○円
	実施中
	数時間

	
	FAX
	中
	３日（故障）　
	１日（故障）
	１日
	―
	・予備機の確保
	○○○○円
	未実施
	２日

	
	
	
	
	
	
	
	・メールの利用
	○○○○円
	実施中
	数時間

	
	携帯電話
	高
	１日（故障）　
	―
	―
	―
	・衛星携帯電話の導入
	○○○○円
	未実施
	数時間

	
	
	
	
	
	
	
	・携帯メールを中心とした連絡
	○○○○円
	実施中
	数時間

	
	インターネット
	中
	３日（停電）　
	３日（停電）
	―
	―
	・回線の多重化
	○○○○円
	未実施
	１日

	
	
	
	
	
	
	
	・モバイルカード利用によるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続
	○○○○円
	未実施
	数時間

	
	資機材
	中
	３日（被災）
	１日（浸水）
	―
	―
	・○○○
	○○○○円
	○○○
	○○○

	
	
	
	
	
	
	
	・○○○
	○○○○円
	○○○
	○○○

	
	
	
	
	
	
	
	・○○○
	○○○○円
	○○○
	○○○

	
	施工現場データ
	低
	14日（被災）
	１日（停電）
	―
	◎
	・システム冗長化
	○○○○円
	未実施
	数時間

	
	
	
	
	
	
	
	・データの分散保管
	○○○○円
	未実施
	１日

	
	
	
	
	
	
	
	・データのバックアップ
	○○○○円
	未実施
	数時間

	
	リース会社
	中
	７日（被災）
	３日（被災）
	―
	―
	・遠方の協力会社との連携
	○○○○円
	未実施
	　　　　　7日

	
	
	
	
	
	
	
	・対応可能な地域内企業への依頼
	○○○○円
	未実施
	　　　　　5日

	
	
	
	
	
	
	
	・被災地外（隣県等）のリース会社への依頼
	○○○○円
	         未実施
	　　　　　3日

	
	協力会社
	中
	７日（被災）
	３日（被災）
	―
	―
	・遠方の協力会社との連携
	○○○○円
	　　　 　未実施
	　       7日

	
	
	
	
	
	
	
	・連絡先の印刷、複数個所での保管
	○○○○円
	         実施済
	　　　　数時間

	
	
	
	
	
	
	
	・対応可能な地域内企業への依頼
	○○○○円
	         未実施
	　　　　５日

	
	
	
	
	
	
	
	・被災地外（隣県等）の協力会社への依頼
	○○○○円
	　　　　 未実施
	　　　　３日

	
	資機材納入業者
	中
	７日（被災）
	３日（被災）
	―
	―
	・遠方の協力会社との連携
	○○○○円
	未実施
	　　　　　7日

	
	
	
	
	
	
	
	・対応可能な地域内企業への依頼
	○○○○円
	未実施
	　　　　　5日

	
	
	
	
	
	
	
	・被災地外（隣県等）の納入業者への依頼
	○○○○円
	未実施
	　　　　　3日




様式７　財務分析

	項目
	項目
	金額（千円）
	備考

	手持資金
	現金・預金①
	○○○○
	

	支出
	必要な支出（給与支払いや取引先への支払い、その他固定費）※
	○○○○
	

	
	緊急対応費用の支出
	○○○○
	初動対応の実施にともなう経費

	
	応急補修費等の支出
	○○○○
	

	
	計②
	○○○○
	

	受取金
	損害保険金の受け取り③
	○○○○
	

	売上
	災害復旧事業による売上見込み　　　④
	○○○○
	

	
	必要資金調達額（①＋③＋④―②）
	▲○○○○
	▲の場合、資金調達が必要となる。


　※「様式６　リスクアセスメント」の結果から建物再建に係る日数を180日としたため、事業の本復旧に要する時間も180日とした。

様式８　技術者台帳

	部署名
	氏名
	取得資格名

	
	
	監理技
	
	１土施
	２土施
	１舗施
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


○年○月○日現在

様式９　社内連絡先一覧表
	
	所属/役職
	氏名
	携帯電話

自宅電話
	携帯メールアドレス

自宅メールアドレス
	地区名
	本社までの距離

	1
	社長
	○○　○○
	000-000-0000

0000-00-0000
	○○○@○○○

○○○@○○○
	○○
	○.○km

	2
	○○部/部長
	○○　○○
	000-000-0000

0000-00-0000
	○○○@○○○

○○○@○○○
	○○
	○.○km

	3
	○○部/部長
	○○　○○
	000-000-0000

0000-00-0000
	○○○@○○○

○○○@○○○
	○○
	○.○km

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（緊急連絡網等が別途ある場合はそれを参照）

様式10　被害調査チェックシート
	施設名
	
	調査日時
	年　　月　　日　　時　　分

	所在地
	
	調査者名
	

	人的被害
	□無　　　　　□有　（軽傷　　人　　　重傷　　人　　　死者　　人　　　不明　　人）

	地盤
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建物
	被害
	□無

□有　
	□地震（□全壊　　　　□損壊　　　□一部損壊　　　□その他　　　　　）

□火災（□全焼　　　　□半焼　　　□一部焼損　　　□その他　　　　　）

□水害（□床上浸水　　□床下浸水）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	立入可否
	□可　　　　　□不可

	
	付帯設備
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	設備
	車両
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	重機
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	PC等
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	ｻｰﾊﾞ
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	FAX
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	ライフライン
	電気
	□無　　　　　□停電（内容　

	
	電話回線
	□無　　　　　□不通　　　　　　□かかりにくい

	
	携帯電話
	□無　　　　　□不通　　　　　　□かかりにくい

	
	ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
	□無　　　　　□不通　　　　　

	
	携帯ﾒｰﾙ
	□無　　　　　□不通　　　　　　□かかりにくい

	
	上水道
	□無　　　　　□断水

	
	ガス
	□無　　　　　□遮断

	在庫
	資材
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	機材
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	原材料
	□無　　　　　□有（内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	


様式11　プレスリリーステンプレート

平成○年○月○日

○○○○（発生事象）による影響について

株式会社○○○○（鳥取県○○市○○　代表取締役○○○）では、この度、○○○（発生事象の原因：火災、地震等）により、○○（発生した事象：例「○○事業が停止」等）が発生いたしました。

この○○（発生事象の原因）の発生に伴い、現在、○○が発生しており、お客様に多大なご迷惑をおかけしていることを、心よりお詫び申し上げます。

弊社では事前に定めた事業継続計画（ＢＣＰ）に従い、○月○日から○○の原因究明と共に、○○の早期再開に向けた緊急対応及び事業継続対応を開始しています。

なお、○○については、○日後に復旧の予定です。

【本件についてのお問い合わせ先】

株式会社 　　　　　　　
総務課(担当：○○、○○）

TEL：○○○○-○○-○○○○

様式１2　訓練実施記録一覧表
	訓練名称
	予定時期
	実施時期

	災害時対応訓練
（机上訓練）
	毎年○月
	平成○年○月○日
	平成○年○月○日
	―

	災害対策本部立上訓練
	毎年○月・△月
	平成○年○月○日
	平成○年○月○日
	平成○年○月○日

	安否確認と参集訓練
	毎年○月
	平成○年○月○日
	平成○年○月○日
	―

	災害時対応訓練（避難訓練）
	○年○月
	平成○年○月○日
	―
	―

	バックアップデータ利用訓練
	毎年○月
	平成○年○月○日
	平成○年○月○日
	―


様式１３　訓練実施記録
	記録項目
	内容

	訓練名称
	安否確認訓練

	訓練内容
	訓練目的
	●災害対応に必要な要員の安否確認を行えるか確認すること。
●安否確認手段（メールの一斉送信、安否確認システム等）が機能するか確認すること。
●安否確認の担当者が、優先順位に従ってスムーズに行動できるのか確認する。

	
	前提条件
	【地震の場合】
● 平成○年○月○日（月）PM2:00に○○市で震度5強の地震が発生する。
【洪水の場合】
●平成○年○月○日（月）PM2:00に○○市で洪水特別警報が発令される。
（BCPでは、発災時刻を祝日のAM0:00としているが、本訓練は安否確認の条件を緩和して、平日月曜日のPM2:00とした。今後、祝日のAM:0:00を対象とした訓練も実施していく。）

	
	実施内容
	会社のメールを利用して、社員に一斉送信する訓練
【安否確認の担当者】
①安否確認の担当者は、会社のパソコンより、社員全員に安否確認メールを一斉送信する。
②安否確認の担当者は､社員から返信される安否情報メールを集計する。
③メール送信の無い社員に対して、携帯電話により安否確認を行う。
【参集者】
① 自身の安否情報を、会社にメール送信する。

	
	訓練目標
	発災後2時間以内に、90%以上の社員の安否を確認する。

	実施日時
	平成○年○月○日（月）11:00～
（BCPでは、発災時刻を祝日のAM0:00としているが、本訓練は安否確認の条件を緩和して、平日月曜日のPM2:00とした。今後、祝日のAM:0:00を対象とした訓練も実施していく。）

	実施場所
	会社、現場、社員の自宅等

	参加者
	全社員

	訓練結果
（達成状況と出てきた課題）
	●2時間以内に95％以上の安否を確認することができた。
●携帯電話の電源を切っている社員がおり、一部社員と連絡をとることができなかった。
●安否確認の担当者から２回メールが送信されてきた。

	改善点、所感など
	●今後は、安否確認訓練を平日に事前通告をしない条件や土日祝日に実施する。
●携帯電話の電源ONを義務づける。
●安否確認の担当者は、優先順位に従って安否確認を実施する。優先順位は担当者間で周知し、2回一斉メールを送信しないように注意する。
●安否確認の担当者から2回メールが来た場合、双方のメールに返信するようにする。


様式1４　○○訓練概要の比較表

	訓練名称
	　

	実施の有無
	直近に実施した訓練
	次回実施する訓練

	訓練実施日
	H25.10.15
	H26.10.11

	訓練内容
	訓練目的
	●災害対応に必要な要員の安否確認を行えるか確認すること。
●安否確認手段（メールの一斉送信）が機能するか確認すること。
●安否確認の担当者が、優先順位に従ってスムーズに行動できるのか確認すること。
	同左

	
	前提条件
	● 平成25年10月15日（火）PM2:00に○○市で震度5強の地震が発生する。
	● 平成26年10月11日(土）PM2:00に○○市で震度5強の地震が発生する。

	
	実施内容
	会社のメールを利用して、社員に一斉送信する訓練
【安否確認の担当者】
①安否確認の担当者は、会社のパソコンより、社員全員に安否確認メールを一斉送信する。
②安否確認の担当者は､社員から返信される安否情報メールを集計する。
③メール送信の無い社員に対して、携帯電話により安否確認を行う。
【参集者】
①自身の安否情報を、会社にメール送信する。
	会社のメールを利用して、社員に一斉送信する訓練
【安否確認の担当者】
①安否確認の担当者は、会社のパソコンより、社員全員に安否確認メールを一斉送信する。このとき、会社に一番最初に到着した安否確認の担当者が一斉送信する。
②安否確認の担当者は､社員から返信される安否情報メールを集計する。
③メール送信の無い社員に対して、携帯電話により安否確認を行う。
【参集者】
①自身の安否情報を、会社にメール送信する。

	
	訓練目標
	発災後2時間以内に、90%以上の社員の安否を確認する。
	発災後2時間以内に、90%以上の社員の安否を確認する。

	実施場所
	会社、現場、社員の自宅等
	同左

	参加者
	全社員
	同左

	訓練結果
	●2時間以内に95％以上の安否を確認することができた。
●携帯電話の電源を切っている社員がおり、一部社員と連絡をとることができなかった。
●安否確認の担当者から２回メールが送信されてきた。
	※未だ訓練を実施していない場合は記入不要。
●2時間以内に70%の安否を確認することができた。
●携帯電話の電源を切っている社員がおり、一部社員と連絡をとることができなかった。

	改善点・所感等
　
	●今後は、安否確認訓練を平日に事前通告をしない条件や土日祝日に実施する。
●携帯電話の電源ONを義務づける。
●安否確認の担当者は、優先順位に従って安否確認を実施する。優先順位は担当者間で周知し、2回一斉メールを送信しないように注意する。
●安否確認の担当者から2回メールが来た場合、双方のメールに返信するようにする。
	※未だ訓練を実施していない場合は記入不要。
●今後は、安否確認訓練を平日に事前通告をしない条件や土日祝日に実施し、2時間以内に90％以上の安否確認を目標とする。
●勤務時間外でも携帯電話の電源ONを義務づける。


様式15　講習会、勉強会への参加記録表
	実施年月日
	実施場所
	名称
	主催者
	説明者
	内容
	参加者

	平成○年
○月○日
	○○県
○○市
（○○会館）
	企業BCPセミナー

	○○県
○○部

	○○県
○○部○○

	○○県○○部による企業BCPセミナー。
	○○、○○○○

	平成○年
○月○日

	○○県
○○市
（○○会館）

	中国地方整備局BCP
認定制度説明会

	中国地方整備局

	中国地方整備局企画部○○、○○

	中国地方整備局による作成解説書を利用した事業継続計画の作成方法について説明。

	○○、○○○○


	平成○年
○月○日
	本社会議室
	事業継続計画レベルアップのための勉強会
	本社
	○○株式会社○○
	外部講師を招いて、事業継続計画をレベルアップするための勉強会を実施。
	○○、○○○○

	平成○年
○月○日
	○○県
○○市
（○○会館）
	中国地方防災研究会第○会　
講演会
	中国地方防災研究会
	○○大学
○○教授
	題目：大規模地震時の地元建設業の役割と事業継続
	○○、○○○○


様式16 様式の更新履歴一覧表
	確認項目


	重要

必須
	更新の

必要性
	様式名


	更新日


	更新内容


	更新日


	更新内容

	Ａ－１計画策定の意義と目的
	必須
	△
	様式Ａ－１－１　計画策定の意義・目的
	
	
	
	

	
	必須
	○
	様式Ａ－１－２　計画策定の検討　体制
	
	
	
	

	Ａ－２周知方法
	必須
	○
	様式Ａ―２―１　社員への周知方法
	
	
	
	

	Ｂ－１受ける被害の想定
	必須
	△
	様式Ｂ－１－１　自社の地域で懸念されている災害の一覧整理
	
	
	
	

	
	必須
	△
	様式Ｂ－１－１補足資料１　自社関連施設の位置図
	
	
	
	

	
	重要
	△
	様式Ｂ－１－１補足資料２　自社の地域で懸念されている被害
	
	
	
	

	
	重要
	△
	様式Ｂ－１－２　建物の耐震性に関する状況把握
	
	
	
	

	
	必須
	△
	様式Ｂ－１－３　ライフラインの被害想定
	
	
	
	

	Ｂ－２重要業務の選定：簡易手法による重要業務の選定
	必須

	△
	様式Ｂ－２－１　重要業務の候補の影響度比較表
	
	
	
	

	Ｂ－３目標時間の把握：簡易手法による目標時間の把握
	必須

	○
	様式Ｂ－３－１重要業務の目標復旧時間の検討表
	
	
	
	

	
	重要
	○
	様式Ｂ－３－１補足資料　重要業務の目標時間の検討表
	
	
	
	

	
	重要
	△
	様式Ｂ－３－２全体手順初期
	
	
	
	

	Ｃ－１社員及び家族の安否確認方法
	必須
	○
	様式Ｃ－１－１　安否確認方法一覧表
	
	
	
	

	
	重要
	○
	様式Ｃ－１－２　社内の連絡体制表
	
	
	
	

	
	重要
	○
	様式Ｃ－１－３　各社員への周知
	
	
	
	

	Ｃ－２BCPの発動基準と災害時の対応体制
	必須
	○
	様式Ｃ－２－１　対応体制・対応拠点の概要
	
	
	
	

	
	必須
	○
	様式Ｃ－２－２　対応体制・指揮命令系統図
	
	
	
	

	
	重要
	○
	様式Ｃ－２－３　顧客、来客、社員（協力会社、派遣会社社員などを含む）の避難・誘導方法
	
	
	
	

	Ｃ－３費用のさほどかからない対策
	重要
	△
	様式Ｃ－３－１　設備、棚・ロッカー等、機器の災害の対策状況一覧
	
	
	
	

	
	重要
	△
	様式Ｃ－３－２　費用のさほどかからない建物対策、設備等の対策の実施計画
	
	
	
	

	
	必須
	○
	様式Ｃ－３－３　重要なデータ・文書のバックアップの現状と対応計画
	
	
	
	

	Ｄ－１対応拠点、代替対応拠点の確保
	必須
	△
	様式Ｄ－１－１　拠点候補リスト
	
	
	
	

	
	必須
	○
	様式Ｄ－１－２　代替対応拠点の概要
	
	
	
	

	Ｅ－１災害直後に連絡を取ることが重要な連絡先の認識


	必須
	○
	様式Ｅ－１－１　災害発生直後に連絡すべき相手先リスト
	
	
	
	

	
	重要
	○
	様式Ｅ－１－２　施工中現場の連絡先リスト
	
	
	
	

	Ｆ－１自社で確保している資源の認識


	必須
	○
	様式Ｆ－１－１　自社が保有している人員や資機材など
	
	
	
	

	
	重要
	○
	様式Ｆ－１－２　災害時の対応にあたる要員のための備蓄
	
	
	
	

	Ｆ－２自社外からの調達についての連絡先の認識
	必須
	○
	様式Ｆ－２－１　災害発生直後に調達するリスト
	
	
	
	

	Ｇ－１訓練計画

	必須
	△
	様式Ｇ－１－１　災害時対応訓練の実施計画
	
	
	
	

	Ｇ－２定期点検計画

	必須
	○
	様式Ｇ－２－１　事業継続計画の定期点検計画
	
	
	
	


	確認項目


	重要

必須
	更新の

必要性
	様式名


	更新日


	更新内容


	更新日


	更新内容

	Ｈ－１訓練計画の実施状況
	必須
	△
	様式Ｈ－１－１　訓練実施記録
	
	
	
	

	
	必須
	△
	様式Ｈ－１－２　○○訓練概要の比較表
	
	
	
	

	
	重要
	○
	様式Ｈ－１－３　講習会、勉強会等への参加記録表
	
	
	
	

	Ｈ－２定期点検計画の実施状況
	必須
	○
	様式Ｈ－２－１　定期点検計画の実施記録
	
	
	
	

	
	必須
	○
	様式Ｈ－２－２　様式の更新履歴一覧表
	
	
	
	

	Ｈ－３　事業継続計画の改訂履歴
	必須
	△
	様式Ｈ－３－１　事業継続計画の改訂履歴
	
	
	
	


○：人事異動、重要取引先の変化、資機材の消費・補充による変化、協定先の変化、協力者の変化、重要データのバックアップに伴い定期点検が
必要な様式
△：ＢＣＰの改善（被害想定の見直し、人員・資機材の充実、耐震・浸水対策の実施　等）を行っている場合、更新が必要な様式

様式17　甚大な災害時に連絡する協力会社一覧

	組織名称
	住所
	依頼内容
	連絡先担当者

所属・氏名
	連絡手段

	㈱○○○○
	○○県○○市○○町○○
	○○
	○○部

部長

○○○○


	電話：○○○-○○-○○○○

ＦＡＸ：○○○-○○-○○○○

メール：○○○@○○○○

携帯：○○○-○○○-○○○

携帯メール：○○○@○○○○



	㈱○○○○
	○○県○○市○○町○○
	○○
	○○部

主任

○○○


	電話：○○○-○○-○○○○

ＦＡＸ：○○○-○○-○○○○

メール：○○○@○○○○

携帯：○○○-○○○-○○○

携帯メール：○○○@○○○○



	㈱○○○○
	○○県○○市○○町○○
	○○
	○○課

課長

○○○


	電話：○○○-○○-○○○○

ＦＡＸ：○○○-○○-○○○○

メール：○○○@○○○○

携帯：○○○-○○○-○○○

携帯メール：○○○@○○○○



	・・・
	
	
	
	


　
業種別モデル


建設業版





平成2９年３月改訂














重要取引先との連絡と調整


目標時間　6時間


Ｆ課長、Ｇ課長、Ｈ課長








安否確認


目標時間　２時間


Ｃ係長、Ｄ社員、Ｅ社員








災害協定業務、その他の応急・復旧業務　１日


Ｆ課長、Ｇ課長、Ｈ課長





事務局：総務部長


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○


（代理：総務課長、係長)








総務班長： ○○部長


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○





業務班長：○○部長 


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○





対外班長：○○部長 


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○





支援班長：○○部長 


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○











本部長：社長


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○○


（代理：専務、総務部長）








担当者








災害対策本部





総務班長代理


 ○○次長


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○�（代理：○○、○○）





業務班長代理


○○次長 


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○


（代理：○○、○○）





対外班長代理


：○○課長 


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○


（代理：○○、○○）





支援班長代理


：○○課長 


住所；○○市○○町○○


固定：○○-○○-○○


携帯：○○-○○-○○


携帯ﾒｰﾙ：○○＠○○○


（代理：○○、○○）





役職・氏名


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○








役職・氏名


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○








役職・氏名


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○








役職・氏名


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○


・○○担当　：○○○○








最大許容停止時間以上での復旧見込み





最大許容停止時間内での対応見込み





地震





大雪





水害





新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ





火災





資材供給停止





従業員欠勤





4km





2km





顧客、取引先等





当社社員居住場所











担当B





社





C





A社





B社











担当A





業務係長





部長





B





社長





総務課長





本社





（地図出典：○○市地震ハザードマップ）
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（地図出典：：○○市洪水ハザードマップ）


(�HYPERLINK "../www"��URL:www�.○○○)








※１：復旧に要する期間の長さに応じて３段階に区分した　　区分　●：30日以上　　　◎（中）：15日以上～30日未満　　　 ○：14日未満　　－：目標復旧時間内又は無くても業務が可能なもの
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